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新たな価値を創造し続ける
Create the New Values

ビジョン
VISION

お客様から最も信頼される“FinTech”グループとなり、

だれもが未来に投資できる社会を実現させる

ミッション
MISSION



バリュー

VALUE

関わるすべての“人”を大切にしながら、

コンプライアンスとダイバーシティ（多様性）を尊重した経営で、

変革にチャレンジし続ける

トレイダーズ
ホールディングス

金融リテラシーの向上に貢献しながら、

お客様と社会が求める新たなサービスの提供にチャレンジし続ける
トレイダーズ証券

競争力のあるサービスを提供しながら、スピード感をもって

安定的かつ革新的なシステム開発にチャレンジし続ける
FleGrowth



2023年3月期 業績ハイライト



2023年3月期 エグゼクティブサマリー

前期比

営業収益 9,194百万円7,082 +29.8％

営業利益 3,7422,372 +57.8％

預り資産を着実に伸ばしていきながら急激な相場変動によるFX取引の需要増加を確実に捉え、

前期比で大幅な増収増益を実現

営業利益に関しては前期比で約1.6倍 営業利益率は40％超

百万円

百万円

百万円

2022年3月期

（累計）

2023年3月期

（累計）
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2023年3月期 トピックス

40.7%

828 億円
新規顧客を中心に入金が順調に推移したものの、急激な相場変動の影響で顧客の取引損失の発生が膨らみ、預り資産残高は一時減少

グループ内でのシステム開発体制によりシステムコストが大幅に削減でき、高営業利益率の維持が可能に✔

✔
✔

（2023年4月末時点）

営業利益率

預り資産残高

前期比 +7.2 %

証券セクターに属する上場企業では最も高い営業利益率（自社調べ）✔

預り資産残高は一時減少しましたが、引き続き新規顧客獲得の流れは順調となり2023年３月末では過去最高を更新

取引関係費

預り資産増加達成に向け新規顧客獲得に注力

ブランディング力の向上による認知度アップを目指し、TVCMやその他プロモーション等の施策実施
✔

22 億円 前年同期比 +3.7 億円

キャッシュフロー

「本業で稼ぎ、魅力的なオフィス環境構築に向けた本社移転という投資を行い、株主還元を行う」体質へ変化✔

前年同期比

営業CF ＋13.2 億円 投資CF ▲7.2 億円 財務CF▲5.9 億円
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2023年3月期 連結業績比較

（単位：百万円） 2022年3月期 2023年3月期 前期比

営業収益 7,082 (100%) 9,194 (100%) +29.8%

営業利益 2,372 (33.5%) 3,742 (40.7%) +57.8%

経常利益 2,360 (33.3%) 3,730 (40.6%) +58.1%

親会社に帰属する
当期純利益 2,189 (30.9%) 3,217 (35.0%) +47.0%

営業利益、経常利益においては前期比で60%近い増加 当期純利益においても50％近い増加

2022年11月、2023年2月と2度の上方修正を行い、通期業績結果は2月の上方修正をさらに上回る
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売上原価販管費の四半期推移

423 427 452
530 579 561 614

440

332 359 303

467
307 371 308

453

126
123

111

109

111
130 163 182

102 99
103

129

123
100 101 160

96
111 139

162

168
180 175

217
（単位：百万円）

販管費及び
一般管理費

その他

不動産関係費

人件費

取引関係費

1,081 1,120 1,109 1,399 1,289
売上原価
販管費合計

売上原価

1,344

2022年3月期 2023年3月期

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

売上原価販管費合計推移

1,364

4Q

1,454

４Qの人件費は賞与引当金の増加により他の四半期に比べて増加傾向に

不動産関係費は恵比寿ガーデンプレイスへの移転費用を含む
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2023年3月期 市況概況①

USDJPY（日足チャート）

日銀

YCC変動幅の拡大

金融緩和政策修正

12月

10月

日銀

10/21

円買い介入

10月

米CPI低下の

影響による

利上げ見通し

の下方修正

11月

市況概況

第4四半期では、日銀の金融緩和継続と米国

のCPI上振れに加え、日銀総裁に決定した植田

氏の発言による値動き等がありましたが、3月に

起きた米国でのシリコンバレー銀行の破綻やクレ

ディスイス銀行の経営危機の影響により円高に

振れました。

11月

12月

1月

2月 3月

1月
2月 3月

米CPI低下

日銀

金融緩和継続

米CPI上振れ

日銀

植田氏ハト派

発言

米 SVB経営

破綻

クレディスイス

経営危機
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2023年3月期 市況概況②
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10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

店頭FX取引額の状況（国内）

ロシア、
ウクライナ侵攻

米国利上げによる

日米金利差拡大

英政権交代

ポンド急落・日銀による

為替介入

良好な米雇用統計など
米国景気の上振れを背景に

ドル上昇
FRBのテーパリングが
意識されドル上昇

日銀

金融緩和修正

引き続き市場環境は活況

SVB 破綻

クレディスイス

経営危機

(単位：兆円）
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1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

585

617

650

684
702

683
691

733
755 746

803

553

四半期ごとの預り資産推移
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2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

預り資産は順調に積み上がり、 3期前に比べ約250億円増加

(単位：億円）



四半期連結業績推移
第4四半期は預り資産の増加による影響が大きく、過去最高の営業収益となった

（単位：百万円）

2022年3月期 2023年3月期

1Q
（2021年4-6月）

2Q
（2021年7-9月）

3Q
（2021年10-12月）

4Q
（2022年1-3月）

1Q
（2022年4-6月）

2Q
（2022年7-9月）

3Q
（2022年10-12月）

4Q
（2023年1-3月）

営業収益 1,553
(100%)

1,569
(100%)

1,893
(100%)

2,066
(100%)

2,397
（100%)

2,021
(100%)

2,317
(100%)

2,458
(100%)

純営業収益 1,457
(93.8%)

1,458
(92.9%)

1,753
(92.6%)

1,903
(92.1%)

2,229
(93.0%)

1,841
(91.1%)

2,141
(92.4%)

2,240
(91.1%)

営業利益 472
(30.4%)

449
(28.6%)

783
(41.4%)

666
(32.3%)

1,108
(46.2%)

676
（33.5%)

952
(41.1%)

1,004
(40.9%)

経常利益 469
(30.2%)

458
(29.2%)

774
(40.9%)

657
(31.8%)

1,102
(46.0%)

670
（33.2%)

957
(41.3%)

1,000
(40.7%)

四半期純利益 540
(34.8%)

425
(27.1%)

751
(39.7%)

471
(22.8%)

951
(39.7%)

540
（26.7%)

727
(31.4%)

998
(40.6%)

13（注）本資料のカッコ内の％は、営業収益に対する割合を表示しております。



連結純資産および連結自己資金並びに財務安全性の推移

引き続き事業規模の成長とともに純資産、自己資金も順調に増加 安全性維持

55

73

92

119

65
59

77

102

382.0% 397.8%

466.1% 481.1%

連結純資産

連結自己資金

（単位：億円）

自己資本規制比率

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

（注）連結自己資金＝連結現金預金＋短期差入証拠金－有利子負債

（資金のうち顧客分別金を除いた当社グループに帰属する短期の自己資金) 14



中期経営計画の目標数値に関して



750

920

1,200

650
691
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1,000
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1,000

1,100

1,200

1,300

目標金額を
修正

約120億円の未達

約60億円の未達

預り資産の修正について

✓ 中期経営計画の最終年度である2024年3月期の目標金額を1,000億円に修正

目標預り資産と実績の推移

（単位：億円）

2021年 3月期
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2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期

実績

目標



事業環境の変化と方針の切り替え

✓ 暗号資産CFD取引の新サービスの提供時期の遅延に加え、暗号資産の相場が崩壊
米国での暗号資産交換会社の破綻等でイメージが悪化し信用不安とともに取引量が低下
中期経営計画提出当初の想定とは事業環境が大きく変化した

✓ 環境の変化をチャンスととらえ、経営資源をFXにフォーカス
FXにおける預り資産残高は当初の想定を超えて推移

✓ その後のFX市場の活況をしっかりと捉え、2期連続の上方修正を達成
（2022年3月期および2023年3月期）
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0
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1,500

2,000

2,500

2020年3末 2021年3末 2022年3月 2023年3末 2024年3末

業界トップ

業界2位グループ

✓ 収益性の高いFXにフォーカスし預り資産増加を計画
✓ 業界2位グループ下限である預り資産1,000億円を必達とする

中期経営計画の目標金額について

(単位：億円）
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2024年3月期決算 業績予想



2024年3月期 業績予想

（単位：百万円）
2023年3月期
（実績）

2024年3月期
（予想）

増減

営業収益 9,194 (100%) 10,100 (100%) ＋905

営業利益 3,742 (40.7%) 4,000 (39.6%) ＋257

経常利益 3,730 (40.6%) 4,000 (39.6%) ＋269

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,217 (35.0%) 3,000 (29.7%) ▲217

引き続き預り資産を増加させていきながら、活況な相場環境が続くと見込み、営業収益は6期連続の増収を計画

営業利益・経常利益はともに4期連続の増益を見込む

当期純利益については、繰越欠損金の減少に伴う税負担率の上昇により、減益見込
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業績予想達成に向けた2024年3月期の施策



さらなる成長に向けた今後の取り組み
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LIGHT FXの具体的な施策

 業界最高水準のスプレッド・スワップを生かした戦略
✓ LIGHT FXのリニューアルを行い、業界NO.1のスワップを訴求

高スワップ戦略の主軸サービスとなり中長期投資を目的とした新規顧客を獲得

 新規マーケティング施策を計画・遂行
✓ Webブランディングに強い広告代理店とタッグを組み、ターゲット顧客層に訴求を強化
✓ 認知度向上に向けたクリエイティブの刷新を予定 新規のプロモーションに注力
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CVCファンド設立

 2023年4月19日に「トレイダーズFinTechファンド」を設立

✓ 出資額：10.1億円 運用期間：10年

✓ 高度な金融スキルを有するインベストメントLab株式会社とタッグ

✓ 革新的な技術・アイデアを持つスタートアップ（主にフィンテック領域）と協業

出資先企業の成長をサポート、事業シナジーを生み出し、新たなビジネスの柱へ
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株主還元



配当方針の決定

 連結純資産配当率（DOE）４％を目安に年２回の安定的な配当を継続して行うことを基本方針に決定
✓ 業績が市場環境の変動に左右されやすい弊社にとっては、
毎期の業績に連動し、変動幅の大きい配当性向を目標とするよりも、
連結純資産を配当金決定の計算根拠とするDOEを配当の目標と定めることで
より中長期的に安定した配当を行うことが可能となると考え、方針を決定

 2023年3月期は一株当たり17円 2024年3月期は中間配当金8円を予定 期末配当金については未定

✓ 2024年3月期より中間配当の実施を決定 中間配当金は8円を予定
期末配当金に関しては現時点では未定ではあるが、
業績等の状況を勘案し、年間配当総額DOE４％を目途に決定

26

※DOE計算式

DOE
（連結純資産配当率） ＝

年間配当額

連結純資産

× 100



0

4.5%
3.9%

4.6%

連結純資産配当率（DOE）

0

10 11

17

中間配当金

【予定】

８

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

一株当たり配当金

期末配当金

【未定】

年間配当金
【未定】

配当実績および配当予定について

2024年3月期より中間配当を実施 中間配当金は一株当たり8円を予定 期末配当金は現時点で未定

年間の合計配当金額についてはDOE4％を目途に期末配当金額を決定予定

（単位：円）
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Appendix



恵比寿ガーデンプレイスへの本社移転が完了①

移転が完了し、4月24日より新オフィスにてグループ全社の営業が開始

カフェエリア等の共有スペースが多くなったためグループ会社間でのコミュニケーションが増加

FleGrowth執務エリアYouTube撮影スタジオ

DX推進によりWeb会議等が可能となった大会議室富士山を望むオフィスからの眺望

29

カフェエリア

簡易MTG用ブース



恵比寿ガーデンプレイスへの本社移転が完了②

ディーリングルームではメディア向けの取材を見込み、為替表示モニターを設置

カフェエリアでは大型プロジェクターを設置 ロイヤルカスタマーへ向けた金融セミナー等の開催が可能に

カフェエリア
プロジェクターを設置

金融リテラシーの向上に向け、

セミナー等での開催を予定

ディーリングルーム 世界時計
世界各国の主要都市の現地時間を表示

一目で世界中の時間がわかるように

ディーリングルーム モニター
各通貨ペアの価格を表示

カフェエリアからもガラス越しに見ることができ

メディア取材の対応も可能に
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トレイダーズグループの考えるサステナビリテ ィ

これまで、わたしたちは様々なステークホルダー、すなわち株主、投資家、お客様、お取引先、社員、関係

諸機関等と適切に協働し、もしくは支援を得ながら、企業として少しずつ成長の道を歩んでまいりました。

当社グループは、上場会社として、また、様々な事業を営む企業体として、自己の利益だけを追求するこ

となく、これからも、金融商品取引事業とシステム開発コンサルティング事業のそれぞれの活動そのものの

中で、長期的に社会や環境に貢献しうるマテリアリティへの取り組みを進めてまいります。

今後、当社グループの成長をけん引するために、ステークホルダーとの協働により、社会的価値と経済的

価値を向上させ、または、創造する取り組みを推進することこそが、社会や環境面におけるサステナビリ

ティを巡る諸課題に対する、わたしたちの義務と責任であり、使命であると考えています。

Sustainability Policy

31



環境的な課題の解決のために

Environment

企業活動を通じて負荷をかける地球環境に対する、企業としての取り組み（環境負荷の低減）の実践と継続

E

ペーパーレス化の推進・森林認証用紙の使用【森林資源の保護】

当社グループでは、会議時のペーパーレス化（タブレット端末・ノート

PC・共有モニターを用いた電子会議、インターネット会議の促進）、契

約書の電子化によるペーパーレス化、業務作業の自動化ロボット対応

化（RPAの導入による業務効率化）や、森林認証制度PEFC認証

のコピー用紙、FSC®認証の名刺を使用することにより、森林資源の

保護を通じた温室効果ガス削減（CO2削減）に貢献しています。

消費電力（使用量）の削減・抑制 【省エネルギーの推進】

当社グループの主軸事業である金融商品取引事業は、顧客がイン

ターネットを通じて取引を行うサービス形態であり、インターネット関連設

備やシステム開発・保守運用のためのパソコン機器等、安定的なサー

ビス提供やシステム稼働のために、電力を多く消費する事業構造となっ

ています。消費電力の削減を通じた省エネルギー化を推進するため、オ

フィス内においても、積極的に電力消費（エネルギー使用量）の削減、

省エネPC機器への順次リプレースに取り組んでいます。

再生可能エネルギー由来電力の使用

これまで当社本社が入居していた住友東新橋ビル

3号館における使用電力につきまして、2022年9月

に再生可能エネルギー由来の電力に切り替えました。

また今春本社を移転しました恵比寿ガーデンプレイ

スでは入居する全てのテナントが再生可能エネル

ギー由来の電力の提供を受けており、当社も再エネ

由来電力を使用しております。

グループ会社のサステナビリティの取り組みの

詳細についてはこちら

トレイダーズ証券 FleGrowth
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当社グループ各社は本年2月にトルコ共和国、シリア・アラブ共和国での地震に

より被災された皆様への支援として、ユニセフ（国連児童基金）へ総額500

万円の寄付をいたしました。ユニセフは被災した家族や子どもたちが切実に必要

としている支援、特に命を守るための安全な水と衛生的な環境を提供すること

を最優先としており、当社グループは被災地の一日も早い復旧を願い、ユニセフ

を通じて救援物資を必要としている被災者の方々を支援いたします。

社会的な課題の解決のために

こどものみらい古本募金

内閣府等が主導する「子供の未来応援国

民運動」の一環である「こどものみらい古本

募金」に日本証券業協会が主導して証券

業界全体で取り組んでいる中、子どもの貧

困をなくすとの趣旨に賛同し本活動へ参加

しております。寄付金は子ども食堂や学習

支援を行うNPOへの支援に活用されます。

金融リテラシー向上への取り組み

若年層・学生・女性等幅広い層の金融リテラ

シーの向上を目指した取り組みとして、「きんゆう

女子。」主催の勉強会にトレイダーズ証券の為替

ディーラーを講師として派遣するなどの取り組みを

進めており、また、書籍出版・寄稿・SNSによる情

報発信等、多様な活動も実施しています。

Social

S

日本ユニセフ協会への寄付
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コーポレート・ガバナンスの高度化とより一層の充実に向けた取り組み

Governance

G
当社は、グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指して、実効性あるコーポレート・ガバナンスのあり方を不断に追求し、

構築・強化を進めています。当社コーポレートガバナンスの詳細、コーポレートガバナンスコードへの取り組み内容についてはWebサイトでご覧

いただけます。

当社グループでは、ESG推進委員会に各事業会

社の代表取締役も含めて、グループ全体でサステナ

ビリティ経営を推進（関連する事業や取り組みを実

践）しています。

今後も事業活動を通じた社会的課題の解決や新

たな価値創造を目標に、社会情勢や事業環境等

を見極めながら、マテリアリティに沿った取り組み（評

価を含む）をグループ全社で（部門横断的に）進

めてまいります。

当社グループの

マテリアリティ推進体制

サステナビリティを巡る

当社活動のPDCAサイクルの

中心的な機能を

果たす組織

ESG
推進委員会

マテリアリティ
分析と項目の
抽出・整理

役割1

新たな課題の
洗い出しや
再目標値の
設定等

役割4

アクションプランや
目標（ターゲット）
の策定・実行

役割2

活動後の
検証・評価

役割3

連携

情報発信

連携

当社取締役会

ステークホルダー

グループ会社
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当社における東証「コーポレートガバナンス・コード」全原則のComply状況

今後も、引き続きComply項目を増やすべく、グループ内部管理体制の強化とコーポレートガバナンスの充実化に取り組んでまいります！

コーポレート・ガバナンスの高度化とより一層の充実に向けた取り組み

35

Governance

G

（スタンダード市場区分選択前）
スタンダード市場移行のため、CGコード全面適用に向けた取り組みの本格化！

ポイント1！

取締役会の実効性の
強化や機能の拡充

ポイント２！

社外取締役や監査役
の果たすべき役割・責務
のより一層強化による経
営プロセスの透明化

ポイント３！

サステナビリティ方針の
確立とグループ全体で
のESG活動の推進！

（2022年4月：スタンダード市場に移行完了）
スタンダード市場移行後も、継続して、Comply項目への改善強化！

ポイント１！

取締役会の構成に必
要なスキルマトリックスの
選定と公表

ポイント２！

取締役会の機能発揮
のため、実効性評価の
実施と結果の開示

ポイント３！

役員の報酬等の決定
方針の透明化と株主
目線に即した報酬体
系の導入

市場区分再編による移行前後で、Comply項目が大幅に増加！

46 32

① 2021年３月末時点（JASDAQ市場）

全原則78項目中Comply Explain

②2021年12月時点（JASDAQ市場）

全原則83項目中Comply Explain

69 14

⓷2022年6月末現在※（スタンダード市場）

全原則83項目中Comply Explain

72 11

Complyに向けて当社が改善してきた主な事項！ Complyに向けて当社が改善してきた主な事項！

※直近のCG報告書提出時点
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当資料に掲載されている事業戦略や目標数値、見通し等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で入手可

能な情報に基づいて判断した内容であり、実際の業績等の結果は、今後の経済情勢や事業環境、為替市場の動

向等、様々な不確定要素その他リスク等に起因して、記述とは大きく異なる可能性があります。

また、マーケットシェアや市場規模等の数値について一部当社の推計値が含まれており、調査手法等によって異なる

可能性があります。

本資料は、投資勧誘を目的としたものではありません。

本資料に関する注意事項

本資料に関するお問合せ

トレイダーズホールディングス株式会社
ir@tradershd.co.jp（IR担当）
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